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○中央区子どもの医療費の助成に関する条例施行規則 

平成五年十二月二十七日 

規則第五十七号 

中央区子どもの医療費の助成に関する条例施行規則 

（題名改正〔平成一八年規則二四号〕） 

（趣旨） 

第一条 この規則は、中央区子どもの医療費の助成に関する条例（平成五年九月中央区条例

第二十七号。以下「条例」という。）第三条第一項第二号及び第二項第二号、第四条、第

六条第一項並びに第十一条の規定に基づき、条例の施行に関し必要な事項を定めるものと

する。 

（一部改正〔平成一八年規則二四号・一九年一六号・二六年二七号〕） 

（用語） 

第二条 この規則で使用する用語の意義は、条例で使用する用語の例によるほか、次に定め

るところによる。 

一 乳幼児 六歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの間にある者をいう。 

二 児童 六歳に達する日以後の最初の四月一日から十五歳に達する日以後の最初の三

月三十一日までの間にある者をいう。 

三 高校生等 乳幼児及び児童以外の子どもをいう。 

（一部改正〔平成一九年規則一六号・令和四年四六号〕） 

（社会保険各法） 

第三条 条例第三条第一項第二号に規定する区規則で定める法令は、次のとおりとする。 

一 健康保険法（大正十一年法律第七十号） 

二 船員保険法（昭和十四年法律第七十三号） 

三 国家公務員共済組合法（昭和三十三年法律第百二十八号） 

四 地方公務員等共済組合法（昭和三十七年法律第百五十二号） 

五 私立学校教職員共済法（昭和二十八年法律第二百四十五号） 

（一部改正〔平成九年規則五三号〕） 

（施設） 

第四条 条例第三条第二項第二号に規定する区規則で定める施設は、条例第五条に規定する

子どもに係る国民健康保険法（昭和三十三年法律第百九十二号）による世帯主又は社会保

険各法による被保険者その他これに準ずる者が負担すべき額を、国又は地方公共団体にお
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いて負担している施設（通所により利用する施設を除く。）とする。ただし、児童福祉法

（昭和二十二年法律第百六十四号）その他の法令による措置によらずに当該施設に入所し

た場合（当該措置によらない入所に係る期間に限る。）においては、この限りでない。 

（一部改正〔平成一〇年規則二七号・一一年八号・一八年六〇号〕） 

（医療証の交付申請） 

第五条 条例第四条の規定による申請は、別記第一号様式による申請書に、次に掲げる書類

を添えて行わなければならない。 

一 子どもが国民健康保険法による被保険者又は社会保険各法による被保険者若しくは

被扶養者であることを証する書類 

二 子ども本人を保護者として申請する場合は、子どもが何人からも監護されていない旨

の申立書 

三 前二号に掲げるもののほか、区長が必要と認める書類 

２ 区長は、条例第四条の規定により申請があった場合において、条例第三条に規定する対

象者と決定したときは、乳幼児に係る対象者にあっては別記第二号様式による医療証（以

下「乳幼児医療証」という。）を、児童に係る対象者にあっては別記第二号の二様式によ

る医療証（以下「子ども医療証」という。）を、高校生等に係る対象者にあっては別記第

二号の三様式による医療証（以下「高校生等医療証」という。）を交付し、同条に規定す

る対象者でないと決定したときは、別記第三号様式による通知書により通知する。 

（一部改正〔平成七年規則四五号・一三年三五号・一九年一六号・令和四年四六号〕） 

（医療証の有効期限） 

第六条 乳幼児医療証、子ども医療証及び高校生等医療証の有効期限は、毎年九月三十日ま

でとし、引き続き対象者に該当すると区長が認めるときは、十月一日に有効期限を更新す

る。ただし、当該年度において六歳に達する乳幼児にあっては六歳に達する日以後におけ

る最初の三月三十一日まで、当該年度において十五歳に達する児童にあっては十五歳に達

する日以後における最初の三月三十一日まで、当該年度において十八歳に達する高校生等

にあっては十八歳に達する日以後における最初の三月三十一日までとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、同項ただし書に規定する六歳に達する乳幼児に係る乳幼児医

療証の有効期限後も引き続き対象者に該当すると区長が認めるときは六歳に達する日後

の最初の四月一日に、同項ただし書に規定する十五歳に達する児童に係る子ども医療証の

有効期限後も引き続き対象者に該当すると区長が認めるときは十五歳に達する日後の最

初の四月一日に、当該有効期限後の最初の九月三十日を有効期限とする子ども医療証又は
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高校生等医療証に更新するものとする。 

（全部改正〔平成七年規則四五号〕、一部改正〔平成一〇年規則四二号・一二年四

五号・一三年三五号・一九年一六号・令和四年四六号〕） 

（医療証の返還） 

第七条 受給者は、その資格を喪失したときは、速やかに医療証（乳幼児医療証、子ども医

療証又は高校生等医療証をいう。以下同じ。）を区長に返還しなければならない。 

（一部改正〔平成一九年規則一六号・令和四年四六号〕） 

（医療証の再交付） 

第八条 受給者は、医療証を破り、汚し、又は失ったときは、別記第四号様式による申請書

により区長に医療証の再交付を申請することができる。 

２ 医療証を破り、又は汚したときの前項の申請は、その医療証を添えて行わなければなら

ない。 

３ 受給者は、医療証の再交付を受けた後において、失った医療証を発見したときは、速や

かに発見した医療証を区長に返還しなければならない。 

（一部改正〔平成一九年規則一六号〕） 

（償還払により助成する費用） 

第八条の二 条例第六条第一項ただし書の区規則で定める療養に要した費用は、子どもが病

院又は診療所への入院及びその療養と併せて食事の提供たる療養（以下「入院時食事療養」

という。）を受けた場合における当該入院時食事療養に要した費用とし、その額は、国民

健康保険法及び社会保険各法に規定する標準負担額に相当する額とする。 

（追加〔平成一二年規則四五号〕、一部改正〔平成一四年規則三四号・一九年一六

号〕） 

（助成の方法の特例） 

第九条 条例第六条第二項に規定する特別の理由とは、次の各号のいずれかに該当する場合

をいう。 

一 国民健康保険法又は社会保険各法により子どもに係る療養費又は療養費に相当する

家族療養費が支給されたとき。 

二 前号に定める場合のほか、区長が特に必要があると認めるとき。 

（一部改正〔平成一二年規則四五号・一九年一六号〕） 

（償還払による助成の申請） 

第十条 条例第六条第一項ただし書又は同条第二項に規定する方法により医療費の助成を
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受けようとする受給者は、別記第五号様式による申請書により区長に申請しなければなら

ない。 

２ 条例第六条第二項に規定する方法により医療費の助成を受けようとする受給者は、前項

に規定する申請書に療養費若しくは家族療養費の支給を証する書類又は当該保険診療の

費用を証する書類を添付しなければならない。ただし、区が国民健康保険法による保険者

として子どもに係る療養費を支給する場合における申請については、この限りでない。 

（追加〔平成一二年規則四五号〕、一部改正〔平成一九年規則一六号〕） 

（償還払による医療費の支給決定） 

第十一条 区長は、前条第一項の規定による申請又は同条第二項に規定する申請があった場

合において、医療費を助成することと決定したときは別記第六号様式による通知書により、

医療費を助成しないことと決定したときは別記第七号様式による通知書により通知する。 

（全部改正〔平成一九年規則一六号〕、一部改正〔平成二六年規則二七号〕） 

（申請事項変更等の届出） 

第十二条 条例第七条第一項の規定による届出は、別記第八号様式による変更（消滅）届に

医療証を添えて行わなければならない。 

２ 条例第七条第二項本文の規定による届出は、別記第九号様式による傷病届により行わな

ければならない。 

（一部改正〔平成一八年規則二四号・一九年一六号・二六年二七号〕） 

（受給資格消滅の通知） 

第十三条 区長は、受給者が条例第三条に規定する資格要件に該当しなくなったと認めたと

きは、別記第十号様式による通知書により当該受給者であった者に通知する。ただし、受

給者が死亡した場合及び子どもが十八歳に達する日以後の最初の三月三十一日を経過し

た場合は、この限りでない。 

（一部改正〔平成一八年規則二四号・一九年一六号・二六年二七号・令和四年四〇

号・四六号〕） 

（損害賠償の請求権の譲渡） 

第十四条 条例第九条第一項の規定による損害賠償の請求権の譲渡は、別記第十一号様式に

よる申出書を区長に提出することにより行わなければならない。 

２ 条例第九条第二項の規定による通知は、別記第十二号様式による通知書により行わなけ

ればならない。 

（追加〔平成二六年規則二七号〕） 
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（公簿等の確認） 

第十五条 区長は、条例及びこの規則の施行のため必要と認めるときは、必要な公簿等を確

認することができる。 

（一部改正〔平成一八年規則二四号・二六年二七号〕） 

附 則 

この規則は、平成六年一月一日から施行する。 

附 則（平成七年九月二九日規則第四五号） 

この規則は、平成七年十月一日から施行する。 

附 則（平成九年一二月二六日規則第五三号） 

この規則は、平成十年一月一日から施行する。 

附 則（平成一〇年六月一九日規則第二七号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成一〇年九月三〇日規則第四二号） 

この規則は、平成十年十月一日から施行する。 

附 則（平成一一年三月二三日規則第八号）抄 

１ この規則は、平成十一年四月一日から施行する。 

附 則（平成一二年六月三〇日規則第四五号） 

この規則は、平成十二年十月一日から施行する。 

附 則（平成一三年九月二八日規則第三五号） 

１ この規則は、平成十三年十月一日から施行する。 

２ この規則による改正前の中央区乳幼児の医療費の助成に関する条例施行規則（以下「旧

規則」という。）第五条第二項の規定により交付された医療証で、この規則の施行の日の

前日において効力を有するものの有効期限は、旧規則第六条ただし書の規定にかかわらず、

同日までとする。 

附 則（平成一四年九月三〇日規則第三四号） 

この規則は、平成十四年十月一日から施行する。 

附 則（平成一七年三月三一日規則第七号） 

１ この規則は、平成十七年四月一日から施行する。 

２ （前略）第二十三条による改正前の中央区乳幼児の医療費の助成に関する条例施行規則

（中略）の規定により作成した様式で、現に残存するものは、所要の修正を加え、当分の

間、なお、使用することができる。 
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附 則（平成一八年三月三一日規則第二四号） 

この規則は、平成十八年四月一日から施行する。 

附 則（平成一八年九月二九日規則第六〇号） 

この規則は、平成十八年十月一日から施行する。 

附 則（平成一九年三月三〇日規則第一六号） 

１ この規則は、平成十九年六月一日から施行する。 

２ 平成十九年四月一日からこの規則の施行の日の前日までの間になされた医療証の交付

に係る申請その他の手続は、この規則による改正後の中央区子どもの医療費の助成に関す

る条例施行規則の相当規定によってなされたものとみなす。 

附 則（平成一九年九月二八日規則第六五号） 

この規則中第一条の規定は平成十九年十月一日から（中略）施行する。 

附 則（平成二六年七月一日規則第二七号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の中央区子どもの医療費の助成に関する条

例施行規則及び中央区ひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例施行規則の規定によ

り作成した様式で、現に残存するものは、所要の修正を加え、当分の間、なお、使用する

ことができる。 

附 則（平成二八年三月三一日規則第七号） 

１ この規則は、平成二十八年四月一日から施行する。 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の中央区情報公開条例施行規則、中央区個

人情報の保護に関する条例施行規則、中央区職員の期末手当に関する規則、中央区職員の

退職手当に関する条例施行規則、中央区分担金等の督促及び滞納処分に係る事務手続等に

関する規則、中央区認可地縁団体印鑑規則、中央区立中央会館条例施行規則、中央区立日

本橋公会堂条例施行規則、中央区立区民館条例施行規則、中央区立浜町集会施設の管理運

営に関する条例施行規則、中央区立セレモニーホール条例施行規則、中央区立保養所条例

施行規則、中央区立区民健康村条例施行規則、中央区立温浴プラザ条例施行規則、中央区

立女性センター条例施行規則、中央区立産業会館条例施行規則、中央区立ハイテクセンタ

ー条例施行規則、災害に際し応急措置の業務等に従事した者に係る損害補償に関する条例

施行規則、生活保護法施行細則、支援給付及び配偶者支援金事務取扱細則、中央区立福祉

センター条例施行規則、中央区立子ども家庭支援センター条例施行規則、中央区立児童館

条例施行規則、中央区立シニアセンター条例施行規則、中央区立敬老館条例施行規則、中
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央区立特別養護老人ホーム条例施行規則、中央区立高齢者在宅サービスセンター条例施行

規則、中央区特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準等に関する条例施

行規則、中央区児童育成手当条例施行規則、中央区子どもの医療費の助成に関する条例施

行規則、中央区ひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例施行規則、中央区心身障害者

福祉手当条例施行規則、中央区難病患者福祉手当条例施行規則、障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律施行細則、身体障害者福祉法施行細則、知的障害者

福祉法施行細則、中央区指定特定相談支援事業者及び指定障害児相談支援事業者の指定等

に関する規則、中央区おとしより介護応援手当条例施行規則、中央区後期高齢者医療に関

する条例施行規則、中央区指定介護予防支援事業所の指定等に関する規則、中央区結核・

精神医療給付金の支給に関する規則、中央区プールに関する条例施行規則、中央区興行場

法施行条例施行規則、中央区旅館業法施行条例施行規則、中央区公衆浴場法施行条例施行

規則、中央区化製場等に関する法律施行条例施行規則、温泉法施行細則、水道法施行細則、

中央区墓地等の経営の許可等に関する条例施行規則、食品衛生法施行細則、食鳥処理の事

業の規制及び食鳥検査に関する法律施行細則、母子保健法施行細則、中央区立環境情報セ

ンター条例施行規則、中央区廃棄物の処理及び再利用に関する規則、中央区浄化槽の清掃、

保守点検等に関する規則、中央区公共溝渠管理条例施行細則、中央区営駐車場条例施行規

則、中央区自転車の放置防止に関する条例施行規則、都市計画法に基づく開発行為等の規

制事務施行細則、長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則、都市の低炭素化の促

進に関する法律施行細則、中央区立総合スポーツセンターの管理運営に関する条例施行規

則、中央区立運動場等の管理運営に関する条例施行規則及び中央区立月島スポーツプラザ

条例施行規則の規定により作成した様式で、現に残存するものは、所要の修正を加え、当

分の間、なお、使用することができる。 

附 則（令和三年九月三〇日規則第六一号） 

１ この規則は、令和三年十月一日から施行する。 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の中央区子どもの医療費の助成に関する条

例施行規則の規定により作成した様式で、現に残存するものは、所要の修正を加え、当分

の間、なお、使用することができる。 

附 則（令和四年九月一二日規則第四〇号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第一号様式から第二号の二様式までの改

正規定は、令和四年十月一日から施行する。 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の中央区子どもの医療費の助成に関する条
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例施行規則の規定により作成した様式で、現に残存するものは、所要の修正を加え、当分

の間、なお、使用することができる。 

附 則（令和四年一〇月一四日規則第四六号） 

１ この規則は、令和五年四月一日から施行する。ただし、次項の規定は、令和五年二月一

日から施行する。 

２ 前項ただし書に規定する日から同項本文に規定する日の前日までの間になされた医療

証の交付に係る申請その他の手続は、この規則による改正後の中央区子どもの医療費の助

成に関する条例施行規則の相当規定によってなされたものとみなす。 

３ この規則の施行の際、この規則による改正前の中央区子どもの医療費の助成に関する条

例施行規則の規定により作成した様式で、現に残存するものは、所要の修正を加え、当分

の間、なお、使用することができる。 

附 則（令和六年六月一四日規則第三七号） 

１ この規則は、令和六年六月十七日から施行する。 

２ この規則の施行の際、第一条の規定による改正前の中央区児童育成手当条例施行規則、

第二条の規定による改正前の中央区子どもの医療費の助成に関する条例施行規則及び第

三条の規定による改正前の中央区ひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例施行規則

の規定により作成した様式で、現に残存するものは、所要の修正を加え、当分の間、なお、

使用することができる。 
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別記第１号様式（第５条関係） 

（一部改正〔平成26年規則27号・令和４年40号・46号〕） 

第２号様式（第５条関係） 

（一部改正〔平成26年規則27号・令和３年61号・４年40号〕） 

第２号の２様式（第５条関係） 

（一部改正〔平成26年規則27号・令和３年61号・４年40号〕） 

第２号の３様式（第５条関係） 

（追加〔令和４年規則46号〕） 

第３号様式（第５条関係） 

（一部改正〔平成26年規則27号・28年７号・令和４年46号〕） 

第４号様式（第８条関係） 

（一部改正〔平成26年規則27号・令和４年46号〕） 

第５号様式（第10条関係） 

（全部改正〔令和６年規則37号〕） 

第６号様式（第11条関係） 

（一部改正〔平成26年規則27号・28年７号〕） 

第７号様式（第11条関係） 

（一部改正〔平成26年規則27号・28年７号〕） 

第８号様式（第12条関係） 

（全部改正〔令和３年規則61号〕） 

第９号様式（第12条関係） 

（追加〔平成26年規則27号〕、一部改正〔令和３年規則61号〕） 

第10号様式（第13条関係） 

（一部改正〔平成26年規則27号・28年７号〕） 

第11号様式（第14条関係） 

（追加〔平成26年規則27号〕、一部改正〔令和３年規則61号〕） 

第12号様式（第14条関係） 

（追加〔平成26年規則27号〕） 

 


